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【日本国憲法】

第十三条 　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

第三十一条 　何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科せられない。 

第七十三条 　内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。 
一 　法律を誠実に執行し、国務を総理すること。 
二 　外交関係を処理すること。 
三 　条約を締結すること。但し、事前に、時宜によつては事後に、国会の承認を経ることを必要とする。 
四 　法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。 
五 　予算を作成して国会に提出すること。 
六 　この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令には、特にその法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない。 
七 　大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。 
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【地方自治法】

第十四条 　普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第二条第二項の事務に関し、条例を制定することができる。 
２ 　普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合を除くほか、条例によらなければならない。 
３ 　普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、条例に違反した者に対し、二年以下の懲役若しくは禁錮、百万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑又は五万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。 

